
声屋 市立養護老人ホー ム和風園

外部サー ビス利用型特定施設入居者生活介護事業所

・ 外部サー ビス利用型介護予防特定施設入居者生活介護事業所

運営規程

第 1章 総 則

(目 的及び基本方針 )

第 1条  この規程 は、声屋市が設置 し、社会福祉法人聖徳園 (以下「法人」という。)が声屋市の指

定管理者の指定を受け運営する芦屋市立養護老人ホーム和風園の外部サービス利用型特定施設入居者

生活介護事業所 (以下「施設」という。)の運営及び利用について必要な事項を定め、施設の円滑な運

営を図ることを目的とする。

なお、外部サービス利用型特定施設入居者生活介護事業には、外部サービス利用型介護予防特定施設入

居者生活介護事業を含むものとする。 (以下同じ。)

2 施設 は、介護サー ビス計画 (介 護予防サー ビスを含む。以下同 じ)を 作成 し、それ に

基づいて、生活相談、安否確認 、社会生活上の便宜の供与その他 日常生活上の世話及

び緊急時の対応 を行 うとともに、介護 サー ビスを行 う外部 のサー ビス提供事業者 と契

約す ることによ り、入居者 がその状態 に応 じ柔軟 なサー ビス提供 を受 けることができ

るよ うに努 める。

3 施設 は、入居者 の意思及び人格 を尊重 し、常に入居者 の立場 に立って施設サー ビス

の提供 に努 める。

4 施設 は、明る く家庭的な雰 囲気 を有 し、地域や家庭 との結びつ きを重視 した運営 を

行 い、市町村保険者 (以 下 「保険者」 とい う。 )、 居宅サー ビス事業者、他 の介護保

険施設 その他保健 医療サー ビス又 は福祉 サー ビスを提供す る者 との密接 な連携 に努 め

る。

(事 業者 の概 要 )

第 2条  事業者 の概 要 は、次 の とお りとす る。

(1)法 人名 社会福祉 法 人  聖徳 園

(2)代 表者  理事長  三上 美知恵

(3)法 人所在 地  大 阪府 枚 方 市香里 ヶ丘 4-17-1

(4)電 話番 号  072-860-3100
(5)FAX番 号  072-852-3370
(6)設 立年 月 日 昭和 42年 1月 11日 設 立
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(事 業所 の名 称等 )

第 3条  事業所 の名 称及 び所在 地 は、次 の とお りとす る。

(1)名  称  声屋 市立養護 老人 ホー ム 和風 園

(2)所 在 地  兵庫 県声屋 市朝 日ヶ丘 町 39番 20号

(利 用定員及 び居 室数 )

第 4条  施設 の入居 定員 は 30名 とす る。

2  施設 の居 室数 は、 20室 とす る。

第 2章  職員及び職務分掌

(職 員 の職種及び定数 )

第 5条  施設 に、次の職員 を置 く。

(1)管 理者       1名
(2)生 活相談員     1名
(3)介 護職員     1名 以上

(4)計 画作成担 当者   1名
2 前項 に定 めるものの他、必要がある場合 には指定基準 を下回 らない範囲で職員 を増

減す ることができる。

3 管理者及び計画作成担 当者 は常勤専任 、生活相談員 は専従 とす る。 ただ し、入居者

の処遇 に支障がない場合 は兼務す ることができる。

4 施設 は、兼務 に よる職員 を含 めて常時 1名 以上の職員 を配置 しなけれ ばな らない。

ただ し、宿直時間帯 においてはその限 りではない。

(職 務 の内容 )

第 6条  職員 の職務分掌は、次 の とお りとす る。

(1)管 理者

施設 の業務 を総括す る。管理者 に事故がある時は、あ らか じめ理事長 が定 めた

職員 が施設長 の職務 を代行す る。

(2)生 活相談員

利用者 の入退居、生活相談及び処遇計画 の作成、実施 に関す ることに従事す

る。

(3)介 護職員

入居者 の 日常生活上の援助及び相談業務 に従事す る。

(4)計 画作成担 当者

入居者 の特定施設サー ビス計画の作成並び に介護支援 に関す る業務 に従事す

る。

2 職員毎の事務分掌及び 日常業務 の分担 については、管理者 が定める。
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(会 議 )

第 7条  施設の円滑な運営を図るため、次の会議を設置する。

(1)職 員 会議  (2)処 遇会議  (3)支 援者 会議

2 会議の運営に必要な事項は、管理者 が別に定める。

(4)給 食 会議

(研修による計画的な人材育成 )

第 8条 施設は、適切な介護サービスが提供できるよう職員の業務体制を整備するとともに、職員の資質

の向上のために、その研修の機会を確保 しなければならない。

第 3章  特定施設サー ビスの内容及び利用料

(利 用料等 の受領 )

第 9条  施設は、法定代理受領サービスに該当する外部サービス利用型特定施設入居者生活介護によるサ

ービスを提供 した際には、入居者から利用料の一部として、当該サービスについて介護保険法に規

定する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額から当該施設に支払われる介護サービス費

の額を控除して得られた額の支払いを受ける。

2 施設 は、法 定代 理受領 サー ビス に該 当 しない介護 サー ビス を提供 した際 に入 居者 か

ら支払 い を受 け る利 用料 の額 と、介護 サー ビス費用基 準額 との間 に、不合 理 な差額 が

生 じない よ うに利 用 料 の額 を設 定す る。

3 施設 は、前 2項 の支払 い を受 け る額 のほか、次 に掲 げ る費用 の支払 い を入居者 か ら

受 け るこ とが で き る。 ただ し、声屋 市 立養護 老人 ホー ム和風 園管理規 定 に よ り徴 収す

る費用 と重複 しない よ うに留意す る。

(1)施 設 サー ビス にお いて提供 され る便 宜 の うち、 日常生活 において も通 常必 要 とな

るものにかか る経 費 であって、入 居者 に負担 させ る こ とが適 当 と認 め られ る もの。

(2)施 設 は、前 号 に掲 げ る費用 の額 に係 るサー ビス の提供 に当た つて は、 あ らか じめ

入居者 又 は家族 や 後 見人 、 関係機 関等 に対 し、 当該 サー ビスの内容 及 び費用 につ い

て説 明 を行 い、入 居 者及 び家族や 後 見人 、関係機 関等 の同意 を得 る も とす る。

(施 設サー ビスの内容、利用料及びその他 の費用 の額 )

第 10条  施設サー ビスの内容・利用料及びその他 の費用 の額 の決定は、入居者 が介護認

定審査会 において審査 された要介護認 定 (要 支援認定 を含 む。以下同 じ)に よ り作

成 された介護 サー ビス計画 に基づいて提供 され る介護 サー ビスの内容 とし、介護報

酬 は告示上の額 と同額 の利用料 とす る。

第 4章  運営に関す る事項
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第 11条  施設 は、環境 上 の理 由及 び経済 的理 由に よ り、声屋 市立養護 老人 ホー ム和風 園

に入居 した者 の うち、要支援 も しくは要介護 の状態 にあ り、常時介護 を必要 とす る

者 に対 し外部 サー ビス利用型特 定施設入居者 生活介護 に よるサー ビス を提供す る。

2 施設 は、正 当な理 由な く介護保 険サー ビスの提供 を拒 ま ない。

3 施設 は、利 用 申込者 が入院治療 を必 要 とす る場合 、そ の他利 用 申込者 に対 し自ら適

切 な便 宜 を提供す る こ とが困難 で あ る場合 は、適切 な病院 も しくは診療所 又 は介護

保 険施設 を紹介す る等 の適切 な措置 を速や か に講 じる

4 施設 は、利用 申込者 の入居 に際 して は、入居者 の心身状況 、病歴 の把握 に努 め る。

5 施設 は入居者 につい てその心身 の状況 、そ の置 かれ てい る環境 等 に照 らし、入居者

が居 宅 において 日常生活 を営む こ とがで きるか ど うか を検討 す る。

6 前項 の検討 に当た っては、生活相 談員 、介護職員 、計画作成 担 当者 等 の職 員 の間で

協議す る。

7 施設 は、入居者 の心身 の状況及 び置 かれ てい る環境等 に照 ら し、居 宅 にお いて 日常

生活 を営む こ とがで き る と認 め られ る入 居者 に対 し、入居者 及 び家族や後 見人 、 関

係機 関等 の希 望 、入 居者 が退居後 に置 かれ る こ ととな る環境 等 を勘案 し、入居者 の

円滑 な退所 のた めに必要 な援助 を行 う。

8 施設 は、入居者 の退居 に際 して は、地域包括支援 セ ンター及 び居 宅介護支援 事業者

等 に対 す る情報 の提供 、その他保健 医療 サー ビス を提供す る者 との密接 な連携 に努

める。

(施 設 の利 用 に当た っての留意事項 )

第 12条  入居者 が施設 のサー ビス を受 け る際 には、入居者側 が留意す べ き事 項 を重要 事

項説 明書 で説 明 し、 同意 を得 る。

(手 続 きの説 明及 び 同意 )

第 13条  施設 は、外部 サー ビス利 用型 特 定施設入 居者 生活介護 に よるサー ビスの提供 の

開始 に際 しては、 あ らか じめ、利 用 申込者 又 はそ の家族 や後 見人 、 関係機 関等 に対

し、重 要事項説 明書 、その他 の利用 申込者 のサー ビスの選 択 に資す る と認 め られ る

契約 書 を交付 して説 明 を行 い、 当該 サー ビス提供 の開始 につ い て利用 申込者 の同意

を得 る。

(受 給資格等 の確認 )

第 14条  施設 は、外部サー ビス利用型特定施設入居者生活介護 によるサー ビスの提供 を

もとめ られた場合 は、その提示す る被保 険者証 によって、被保 険者氏資格 、要介護

認定の有無及び要介護認定の有効期 間を確 かめるもの とす る。

2 施設 は、前項 の被保 険者証 に認定審査会意見が記載 され てい る ときは、当該認 定審

査会意見 に配慮 して、外部サー ビス利用型特定施設入居者 生活介護 によるサー ビス

提供 に努 める。
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(要 介護認 定に係 る援助 )

第 15条  施設 は、要介護認 定 を受 けていない利用 申込者 について、要介護認 定の申請が

既 に行 われている ど うか を確認 し、申請が行 われ ていない場合 には、利用 申込者 の

意思 を踏 まえ、速やか に当該 申請が行われ るよ うに必要な援助 を行 う。

2 施設 は、要介護認定の更新 の申請が遅 くとも当該入居者 が受 けてい る要介護認定の

有効期 間の満了 日の 30日 前 には行われ るよ うに必要 な援助 を行 う。

(入 退居 の記録 の記載 )

第 16条  施設 は、利用 に際 して は利 用 の年月 日並 び に利 用 してい る外部 サー ビス利用

型 特 定施設 の種類及 び名 称 を、退居 に際 して は退居 の年 月 日を、 当該 の被保 険者 証

に記 載 す る。

(保 険給付 の請求のための証 明書 の交付 )

第 17条  施設 は、法定代理受領 サー ビスに該 当 しない介護サー ビスに係 る費用 の支払 を

受 けた場合は、その提供 した施設介護サー ビスの内容 、費用の額その他必要 と認 め

られ る事項 を記載 したサー ビス提供証明書 を使用者 に対 して交付す る。

(施 設サー ビス計画の作成 )

第 18条  管理者 は、生活相談員 には 日常生活での処遇計画 の作成 に関す る業務 を計画作

成担 当者 には介護サー ビス計画の作成 に関す る業務 を担 当 させ る。

2 生活相談員 は、処遇計画 の作成 に当たつては、適切 な方法によ り入居者 について、

その有す る能力、その置 かれ ている環境の評価 を通 じて入居者が現 に抱 えてい る問題

点 を明 らかに し、入居者 が基本的人権 を享有す る個人 としての尊厳 にふ さわ しい 日常

生活 を営む ことができるよ うに支援す る上で解決すべ き課題 を把握す る。

3 計画作成担 当者 は、入居者及び家族や後見人、関係機 関等の希望、入居者 について

把握 され た解決すべ き課題 に基づき、当該入居者 に対す る外部サー ビス利用型特定施

設生活介護 によるサー ビスの 目標及びその達成 時期 、サー ビスの内容 、サー ビスを提

供す る上で留意すべ き事項 を記載 した介護サー ビス計画 の原案 を作成 し、入居者 に対

して説 明 し、同意 を得 る。

4 計画作成担 当者 は、介護 サー ビス計画作成後 において も、外部サー ビス利用型特定

施設入居者生活介護 に よるサー ビスの提供 に当た る他 の職員 との連携 を継続的 に行 う

ことに よ り、介護サー ビス計画並びに処遇計画 の実施状況 の把握 を行 うとともに、入

居者 についての解決すべ き課題 の把握 を行い、必要 に応 じて第 2項及び第 3項 の規定

を準用 して施設サー ビス計画 の変更を行 う。

(施設 の取扱方針 )

第 19条  施設 は、入居者 の要介護状態の軽減又 は悪化 の防止 に資す るよ う、心身の状況

に応 じて、処遇 を適切 に行 う。
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2 サー ビスの提供 は、介護 サー ビス計 画 に基 づ き漫然 かつ画一 的 な もの とな らない よ

うに配慮 して行 う。

3 施設 の職員 はサー ビス の提供 にあた って は、懇切 丁寧 を 旨 と し、入居者 又 はその家

族や後 見人 、 関係機 関等 に対 し、処遇 上必要 な事項 につ いて理解 しやす い よ うに説 明

を行 う。

4 施設 は、サー ビスの提供 にあたつて は 当該入居者及 び他 の入居者 等 の生命 又 は身体

を保護 す るた め緊急 や む を得 ない場合 を除 き、身体拘束 そ の他入 居者 の行 動 を制 限す

る行為 を行 わない。

5 施設 は、 自 らそ の提供す るサー ビス の質 の評価 を行 い 、常 にそ の改善 を図 る。

(介護 )

第 20条  施設 は、入居者 の 自立の支援及び 日常生活の充実 に資す るよ うに、入居者 の心

身の状況 に応 じて適切 な技術 をもつて介護 を行 う。

2 施設 は、生活相談、安否確認、緊急時対応並び に計画作成等 の介護 に係 る基本サー

ビス以外 の介護サー ビスを、指定居宅サー ビス事業所 の指定 を受 けてい る受託居宅サ

ー ビス事業所 に委託す ることができる。

3 施設 は、入居者 に対 して重要事項 を記 した文章 を交付 して説 明を行い、外部サー ビ

ス利用型特定施設入居者生活介護 によるサー ビスの提供 に関す る契約 を文章 にて締結

しなけれ ばな らない。

4 受託居宅サー ビス事業所 に委託できる居宅サー ビスの種類 は以下の とお りである。

(1)指 定訪問介護及び指定介護予防訪問介護

① 事業者 社会福祉法人 聖徳園

大阪府枚方市香里 ヶ丘 4丁 目 17-1
事業所  あ しや聖徳園ホームヘルパーステーシ ョン

兵庫県芦屋市朝 日ヶ丘町 6-9
(2)指 定訪問看護及び指定介護予防訪 問看護

① 事業者 社会福祉法人 聖徳園

大阪府枚方市香里 ヶ丘 4丁 目 17-1
事業所  聖徳 園訪 問看護 ステーシ ョン

兵庫県芦屋市朝 日ヶ丘町 6-9
(3)指 定通所介護及び指定介護予防通所介護

① 事業者 社会福祉法人 聖徳 園

大阪府枚方市香里 ヶ丘 4丁 目 17-1
事業所  あしや聖徳園デイサービスセンター リーブル

兵庫県声屋市六麓荘町 3番 57号
② 事業者 社会福祉法人 きらくえん

兵庫県尼崎市長洲西通 2丁 目8番 3号

事業所 地域福祉センター「ハーブあしや」デイサービスセンター

芦屋市潮見町31番 1号
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(4)指 定福祉 用 具貸 与及 び指 定介護 予 防福祉 用具貸 与

① 事業者 フランスベンド株式会社 中日本事業部

兵庫県西官市西宮浜 1-41

事業所  メディカル西宮営業所

兵庫県西宮市西宮浜 1-41
5 施設 は、外部 サー ビス利用型特定施 設入居者 生活介護 事業所 の指定 に際 し、指 定訪

問介護 、指定訪 問看 護 、指 定通所介護 を提供す る受 託居 宅 サー ビス事業所 と契約 を締

結 し、 当該受話 居 宅 サー ビス事業者及 び受託居 宅サー ビス事業所 の名 称及 び所 在 地 を

別紙 に明記す る と ともに、事前 に兵庫 県知事 に届 け出 な けれ ばな らない。

6 施設 は、特定施 設 サー ビス計画 に基 づ き、受託居 宅 サー ビス事業所 に よ り、適切 な

介護 サー ビスが提 供 され るよ う、必 要 な措 置 を講 じな けれ ばな らない。

(1)定 期 的 に、委 託 した受託居 宅サ ー ビス事業所 の業務 の実施状況 につ い て確認 し、

記録 しな けれ ばな らない。

(2)委 託 した受 託居 宅 サー ビス事業所 に対 し、業務 につ い て必要 な管理及 び指揮命

令 を行 うもの とす る。

7 施設 は、受託 居 宅 サー ビス事業所 が介護 サー ビス を提供 した場合 にあつて は、提供

した 日時、時 間 、具 体 的 なサー ビス内容 等 を当該 受話居 宅 サー ビス事業所 か ら文書 に

よ り報告 させ な けれ ばな らない。

8 介護報酬 の請 求及 び受領 は、施設 が行 い、受話居 宅 サー ビス事業所 には、委 託 契約

に基づ き、施設 か ら委託料 を支払 う。

9 施設 は、入居 者 に対 して、介護 サー ビス計画以外 の援 助 を適切 に行 う。

10 施設 は、入 居 者 の負担 に よ り、 当該施設 並 び に受託 居 宅 サー ビス事業所 の職 員 以外

の者 に よる介護 を受 け させ ない。

11 入居者 が希 望 した場合 、 または施 設 が必要 と認 めた場合 、以下の手続 き に よ り入居

者 が他 の居 室 に移 動 す るこ とが あ り、 その場合 には、経過 及 び理 由を記録 す る もの と

す る。

(1)入 居者 また は施 設 のいずれ かが移動 の必 要性 を認 めた場合 、その理 由 を説 明 した

うえで協議 を行 う。

(2)双 方 の合 意 が得 られ た後 、移 動 を行 う。 ただ し、加 療等 のた め医師 が移 動 の必要

性 を認 めた場 合 は、入居者 の同意 が得 られ ない ときで も、や む を得 ず移 動 を行 う

こ とがで き る もの とす る。

(食 事 の提供 )

第 21条  施設 は、栄養 並 び に入居者 の身体 の状況及 び嗜 好 を考慮 した食 事 を適切 な時間

に提供 しな けれ ば な らない。
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第 22条  施設 は、常 に入居者 の心身 の状況 、そ の置 かれ てい る環境等 の的確 な把握 に努

め、入居者 又 は家族 や後 見人 、関係機 関等 に対 し、その相 談 に適切 に応 じる とともに

必要 な助言 そ の他 の援助 を行 う。

(社 会 生活 上 の便 宜提供等 )

第 23条  施 設 は、教養娯 楽設備 等 を備 える他 、適 宜入居者 のた めの レク リエ ー シ ョン行

事 を行 う。

2 施設 は、入居者 が 日常生活 を営む の に必要 な行 政機 関等 に対す る手続 きにつ いて、

そ の者 又 はそ の家族や後 見人 、関係機 関等 にお いて行 うこ とが 困難 な場合 は、そ の者

の同意 を得 て代 わ つて行 う。

3 施設 は、常 に入居者 の家族や後 見人 、関係機 関等 と連携 を図 る と ともに、入居者 と

そ の家族や後見人 、 関係機 関等 の交流 の機 会 を確保 す る よ うに努 め る。

(機 能 訓練 )

第 24条  施設 は、入居者 に対 し、介護 計画 に基 づい てそ の心身 の状況等 に応 じて、 日常

生活 を営む の に必 要 な機 能 を回復 し、又 はそ の減 退 を防止す るた めの訓練 を行 う。

(健 康管理 )

第 25条  施設 の医師又は看護職員 は、常に入居者 の健康 の状況 に注意 し、必要 に応 じて

健康保持 のための適切 な措置 を とる。

2 施設 の医師は、その行 つた健康管理 に関 し、入居者 の健康手帳 に必要な事項 を記載

す る。

3 施設 は、入院及び治療 を必要 とす る利用者 のために、協力病院 を定める。

(協力医療機関等)

第 26条 施設は、主治医との連携を基本としつつ、入居者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協

力医療機関を定めるものとする。

2 施設は、前項の規定に基づき協力医療機関を定めるに当たつては、次に掲げる要件を満たす協力医療

機関を定めるよう努めるものとする。

(1)入居者の病状が急変した場合等において、医師又は看護職員が相談対応を行 う体制を確保 してい

ること。

(2)施設から診療の求めがあった場合において、診療を行 う体制を常時確保 していること。

3 施設は、 1年に 1回以上、協力医療機関との間で、利用者の病状が急変 した場合等の対応を確認する

とともに、協力医療機関の名称等を、市長に届け出るものとする。

4 施設は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律 (平成 10年法律第 114号 )第
6条第 17項に規定する第二種協定指定医療機関 (次項において「第二種協定指定医療機関」という。)

との間で、新興感染症 (同条第 7項に規定する新型インフルエンザ等感染症、同条第 8項に規定する指

定感染症又は同条第 9項に規定する新興感染症をいう。事項において同じ。)の発生時等の封応を取り決

めるよう努めるものとする。
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5 施設は、協力医療機関が第二種協定指定医療機関である場合においては、当該第二種協定締結指定医

療機関との間で、新興感染症の発生時等の対応について協議を行 うこととする。

6 施設は、利用者が協力医療機関に入院した後に、当該利用者の病状が軽快し、退院が可能となつた場

合においては、再び施設に速やかに入居させることができるよう努めるものとする。

(利 用者 の入院 中の取扱い )

第 27条  施設 は、入居者 について、病院又は診療所 に入院の必要性 が生 じた場合であっ

て、入院後概 ね 3ヶ 月以内に退院す ることが明 らかに見込まれ る ときは、入居者及び

その家族や後見人、関係機 関等 の希望等 を勘案 し、必要 に応 じて適切 な便宜 を提供す

る とともに、やむ を得 ない事情 がある場合 を除 き、保 険者等 と協議 のの うえ再び当該

施設 に入居す るよ うに努 め る。

(利 用者 に関す る保 険者 へ の通知 )

第 28条  施設 は、入居者 が次 の各 号 のいずれ か に該 当す る場合 は、遅滞 な く意 見 を付 し

てそ の 旨を保 険者 に通知す る。

(1)正 当な理 由な しに介護 サー ビス計画 に よるサ ー ビス に関す る指示 に従 わ ない こ と

に よ り、要介護 状 態 の程 度 を増進 させ た と認 め られ る とき。

(2)偽 り、そ の他 の不正行 為 よって保 険給付 を受 け、又 は受 けよ うと した とき。

(勤 務体制の確保等)

第29条  施設は、入居者に適切な介護サービスを提供できるように、職員の勤務の体制

を定 め る。

2 施設 は、職員 に対 し、そ の資質 向上 のための研 修 の機 会 を確保す る。

(緊 急 時 の対応 )

第 30条  施 設 は、現 に外 部 サ ー ビス利 用型特定施 設 入居者 生活介護 に よるサ ー ビスの提

供 を行 つてい る ときに入居 者 に病状 の急変 が生 じた場合 、その他必 要 な場合 は、速や

か に主治 の医師又 は あ らか じめ施設 が定 めた協力 医療機 関へ の連絡 を行 うとともに、

必要 な措 置 を講 じる。

(事 故発 生 の防止及 び事故発 生 時 の対応 )

第 31条  入 居者 に対す る外部 サー ビス利用型特 定施 設入 居者 生活介護 に よるサ ー ビスの

提供 に よ り事故 が発 生 した場合 は、速や か に保 険者 、入 居者 の家族や 後 見人 、 関係機

関等 に連 絡 を行 うとともに、必要 な措置 を講 じる。

2 事故発 生 の防止 のた めの会 議及 び職員 に対す る研 修 を定期 的 に行 うこ と。

3 施設 は事 故 の状況や事故 に際 して とった処置 につ い て、記録 しな けれ ば な らない。

4 入居者 に対す る外部 サー ビス利 用型 特定施設 入 居 者 生活 介護 に よるサー ビス の提供

に よ り賠償 すべ き事 故 が発 生 した場合 は、保 険者 等 の 当該 関係者 と協議 の上 、損 害賠

償 を速 や か に行 う。
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(緊 急時対応等の情報の共有 )

第 32条  前条並びに前々条の対応 を行 つた場合 、ケース記録等並び に事故報告書等 に記

録す るとともに、会議等 を通 じて職員 間の共有 を図 る。

第 5章  非常災害対策

(非 常災害対策 )

第 33条  非常災害に備 えて、避難、救出、夜 間想定 を含 めたその他必要 な訓練 を年 2回

以上実施す る。 ただ し、土砂災害に関 しては年 1回 以上訓練 を行 うこ ととす る。

2 消防法 に準拠 して、防災計画 を別 に定 める。

(事業継続計画の策定等)

第 34条 施設は、感染症や非常災害の発生した場合においても、外部サー ビス利用型特定施設

入居者生活介護 によるサー ビス提供 を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期

の業務再開を図るための計画 (以下 「業務継続計画」という。)を策定し、当該業務継続計画に

従い必要な措置を講 じるものとする。

2 施設は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に

(年 2回以上)実施するものとする。

3 施設は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応 じて業務継続計画の変更を行 うものと

する。

第 6章  その他施設運営に関す る事項

(定 員の厳守 )

第 35条  施設 は、入居定員及び居室の定員 を超 えて運営 しない。 ただ し、災害その他や

む を得 ない事情がある場合 は、関係機 関 と協議 の上、定員 を超 えて運営す るこ とがあ

る。

(衛 生管理等 )

第 36条  施設 は、入居者 の使用す る食器 その他 の設備又 は飲用 に供す る水 について、衛

生的な管理 に努 め、又 は衛生上必要 な措置 を講ず る とともに、医療 品及び医療用具の

管理 を適正 に行 う。

2 施設において感染症が発生し、又まん延 しないように次の各号に掲げる措置を講 じるものとする。

(ア)施設における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を 3ヶ月に 1回

以上開催するとともに、その結果について、職員に周知徹底を図る。

(イ )施設における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備する。
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(ウ )施設において、職員に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に

(年 2回以上)実施する。

(虐 待防止に関す る事項 )

第 37条  施設 は、入居者 の人権 の擁護 、虐待 の発生又はその再発 を防止す るため、次の

各号に掲げる措置 を講 じるもの とす る。

(1)虐 待の防止 のための対策 を検討す る委員会 を定期的 に開催 し、その結果 につい

て、職員 に周知徹底 を図る。

(2)虐 待の防止 のための指針 を整備す る。

(3)職 員 に対 し、虐待の防止のための研修 を定期的 に (年 2回 以上)実 施す る。

(4)前 3号 に掲 げ る措置 を適切 に実施す るための担 当者 を定める。

2  施設 は、支援 中に、当該施設職員又 は養護者 (入 居者 の家族等高齢者 を現 に養護

す る者 )に よる虐待 を受 けた と思われ る入居者 を発見 した場合 は、速や かに、こ

れ を市町村 に通報す るもの とす る。

(身 体拘束 その他 行 動 制 限 に関す る事項 )

第 38条  施設 は、 当該 入居者 又 は他 の入居者 等 の生命 又 は身体 を保護 す るた め、緊急や

む を得 ない場合 を除 き、身体的拘束 そ の他入居者 の行動 を制 限す る行 為 (以 下 「身体

的拘束等」 とい う。 )を 行 わない。 や む を得ず 身体的拘 束等 を行 う場合 には、 そ の態

様 及 び時間、そ の際 の入居者 の心身 の状 況 、緊急や む を得 なかつた理 由 を記録 す るも

の とす る。

2 事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じる。

(1)身 体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を 3ヶ 月に 1回以上開催するとともに、そ

の結果について、職員に周知徹底を図るものとする。

(2) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。

(3)職 員に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的 (年 2回以上)に実施する。

(人 格 の尊重 )

第 39条  施設 は、施設入居者 の意思及び人格 を尊重 し、常 に入居者 の立場 にたつた外部

サー ビス利用型特 定施設入居者生活介護 を提供 しなけれ ばな らない。

(重 要事項 の掲示 )

第 40条  施設 は、見や す い場所 に、運 営規 定 の概 要 、職 員 の勤務体制 、協力病 院 、利用

料 その他 のサー ビス の選択 に資す る と認 め られ る重要事項 を掲示す る。

(秘 密保持等 )

第 41条  施設 の職 員 及 び職員 であった者 は、正 当な理 由が な く、その業務 上知 り得 た入

居 者又 はその家族 等 の秘密 を漏 ら して はな らない。 また、秘密 を漏 らす こ とが ない よ

う必要 な措置 を講 じる。
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2 施設 は、地域包括支援セ ンター並びに居宅介護支援事業者等 に対 して、入居者 に関

す る情報 を提供す る際にはあ らか じめ文章によ り入居者 の同意 を得 る。

(居 宅支援事業者等 に対す る利益供与等 の禁止 )

第 42条  施設 は、地域包括支援セ ンター並びに居宅介護支援事業者又はその従業者 に対

し、要介護被保険者 に当該施設 を紹介す ることの代償 として、金品その他財産上の利

益 を供与 してはな らない。

2 施設 は、地域包括支援セ ンター並びに居宅介護支援事業者又 はその従業者 か ら、当

該施設か らの退居者 を紹介す ることの代償 として、金品その他財産上の利益 を収受 し

てはな らない。

(苦 情処理 )

第 48条  施設 は、その提供 した外部サー ビス利用型特定施設入居者生活介護 に よるサー

ビスに関す る入居者 か らの苦情 に、迅速 にかつ適切 に対応す るために、苦情 を受 け付

けるための窓 口を設置す る。

2 施設 は、その提供 した外部サー ビス利用型特定施設入居者 生活介護 によるサー ビス

に関 し、保険者 が行 う文章その他物件 の提 出 もしくは提示 を求 め、又は保険者 の職員

か らの質問及び照会 に応 じ入居者 か らの苦情 に関 して、保 険者 が行 う調査 に協力す る

とともに、保険者 か ら指導又は助言 を受 けた場合 は、 当該指導又は助言 に従 つて必要

な改善 を行 う。

3 施設 は、その提供 した外部サー ビス利用型特定施設入居者生活介護 によるサー ビス

に関す る、国民健康保険団体連合会が行 う調査 に協力す る とともに、国民健康保険団

体連合会か らの指導又 は助言 を受 けた場合 は、当該指導又は助言 に従 つて必要 な改善

を行 う。

(地 域 との連携 )

第 44条  施設 の運営 にあたっては、地域住民又は住民の活動 との連携や協働 を行 うな

ど、地域 との交流 に努 める。

(反 社会的勢力等 の影響の排除 )

第 45条  施設 は、その運営 について、反社会的勢力等 の支配 を受 けてはな らない。

(職 場 にお け るハ ラス メ ン トの防止 )

第 46条  施設 は、適切 なサー ビスの提 供 を確保 す る観 点 か ら、職場 において行 われ る性

的 な言動又 は優越 的 な関係 を背景 と した言動 で あ つて業務 上必要 かつ相 当な範 囲 を

超 えた ものに よ り職 員 の就 業環境 が害 され るこ とを防止す るた めの方針 の明確 化 な

どの必要 な措置 を講 じる。
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(運 営 内容 の 自己評価 並び に改善 の義務 付 け及 び そ の結果 の公 表 )

第 47条  施 設 は、そ の提供す る外部 サー ビス利 用型特 定施設入居者 生活介護 のサー ビス

の質 の評 価 を行 い、常 にそ の改 善 を図 らな けれ ばな らない。

2 施設 は、前項 にお け る評価 の結果 を公表す る よ う努 めな けれ ばな らない。

第 7章  会計の区分及び記録 の整備

(会 計 の区分 )

第 48条  施 設 は、外部 サー ビス利 用型 特 定施設入 居者 生活介護 に よるサー ビスの事業会

計 とそ の他 事業会 計 と区分す る。

(記 録 の整備 )

第 49条  施 設 は、職員 、施設 、及 び会 計 に関す る諸記録 を整備 す る。

2 施設 は、入居者 に対す る外部 サー ビス利 用型 特 定施設入居者 生活介護 に よるサー ビ

スの提供 に関す る諸記録 を整備 し、そ の完結 の 日か ら 5年 間保 存す る。

(法 令 との 関係 )

第 50条  この規 定 に定 めのない こ とにつ いて は、厚 生労働省令 並び に介護保 険法及び老

人福祉 法 の法令 に定 め る ところに よる。

附 則

1 この規 程 は、平成 27年
2 この規程 は、令 和  1年
3 この規 程 は、令 和  3年
4 この規 程 は、令 和  6年

1日 か ら施 行 す る。

1日 か ら適 用す る。

1日 か ら適 用す る。

1日 か ら適 用す る。

6月

5月

4月

4月
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